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１．はじめに 

 2011 年 3 月 11 日に発生した M9.0 の地震による津波は、東北から関東にかけて想定を遥かに超える規模で

襲い、沿岸に立地するほとんどの町が甚大な被害を被った。筆者らは、IRDR（災害リスク総合研究）の Forensic 

investigation （FORIN、科学捜査的研究）の検討の一環として、FORIN 作業部会を作り、津波からの避難が適

切に行われなかった原因や被害が連鎖的に社会全体に拡がった実態について、FORIN の考え方をあてはめた

整理、同規模の津波が東南海地方を襲った場合の影響などを調べており、2011 年 10 月末に北京で行われた

IRDR Conference2011 で成果の一部を発表した。 

 本稿では、FORIN を構成する 1）メタ分析、2）時系列分析、3）主要因分析、4）シナリオ分析のうち、3）

主要因分析の検討概要を述べる。 

２．東日本大震災の人的被害の状況 

東日本大震災では、岩手、宮城、福島の各県における死者のほとんどが津波によって死亡しており、特に高

齢者が多く犠牲になっていることが特徴的である。 

 

図 1 市町村別の浸水域内人口死亡率と年齢別死亡率 

 キーワード FORIN、東日本大震災、津波避難 

 連絡先 〒103-8430 東京都中央区日本橋浜町 3-1-5 株式会社建設技術研究所 ℡03-3668-0451 
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３．避難の遅れによる人的被害拡大の要因分析 

水災害・リスクマネジメント国際センターによる現地調査結果をはじめ、様々な機関により発表されてい

る調査報告書等より、逃げ遅れに対して考えられる要因を抽出整理することで、人的被害の要因と課題を明ら

かにした。 

本研究では、これら避難の遅れによる人的被

害拡大のフローを以下及び図 2 に示す 6 つの分

岐に分類することにより、どこに主要因があっ

たのかを明確にできると考えた。 

・分岐点 1： 発災時における避難必要性の認識 

・分岐点 2： 避難情報の入手 

・分岐点 3： 避難行動への移行 

・分岐点 4： 避難途中における障害 

・分岐点 5： 避難場所の安全性 

・分岐点 6： 避難後における危険の察知及び段

階避難 

 前述の 6 つの分岐点において、震災発生時にどのような状況が生じ、被害拡大を防ぐためのポイントが何で

あるかを評価し、津波避難における人的被害要因の脆弱性を診断するためのチェックリストを検討した。以下

に、分岐点 4 における状況とポイントをまとめる。 

 表 1  分岐点４：避難途中における障害 

（状況） 

 ３県の被災者のうち約６割が車を使って避難し、その

うち１/３は渋滞に巻き込まれた。 

 車避難の場合の一次避難場所までの距離は２ｋｍ程

度。車を使わなければ間に合わない、または家族で避

難しようと思い車を使った人が多い。 

 宮城県では、20 歳代以下は徒歩が多く、60 歳以上や

女性は、車に乗せてもらった人が多い。渋滞等に巻き

込まれ、途上で手段を変えた人は 7.3％と少なかった。

 釜石市では、国土交通省の港湾事務所付近の国道が渋

滞したため、職員が同事務所の屋上に避難するよう拡

声機で叫んだが、応じた人は少数だった。 等 

 （ポイント） 

 安全な避難ルートの確保 

 避難場所の十分な周知 

 徒歩で到達できる避難所の設定 

 速やかに高台へ移動できる避難通

路の確保 

 

 

４．まとめ 

本研究では、東日本大震災を事例として、特に津波からの避難の遅れによる人的被害拡大の主要因を分析 

する考え方を示した。階層的な質問項目（問診項目）を設けた本手法は、津波による人的被害の脆弱性を診断

するための有効的手段である事が確認された。今後 FORIN の手法を確立していく上で有効となると思われる。 
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 図 2 避難の遅れによる人的被害拡大のフロー 

土木学会第67回年次学術講演会(平成24年9月)

 

-422-

 

Ⅱ-211

 


